
令和６年度の取組状況について                                 

 

 

１ まち美化事務所の主体的な取組の推進 

（１）南部まち美化事務所での土・日曜日の資源物回収 
   資源物排出に係る市民の利便性向上を図るため、令和６年４月から開始した南部ま

ち美化事務所における土・日曜日の資源物回収は、まち美化事務所及びエコまちステ

ーションでの周知チラシの配布と、様々なチラシ、ポスター等への情報掲載により、

来場者数は徐々に増加している。今後も、更なる周知、情報発信に取り組み、利用拡

大を図る。 
○南部まち美化事務所における土・日曜日の来場者数 

 ４～６月 

（第１四半期） 
７～９月 

（第２四半期） 
１０～１２月 

（第３四半期） 
４月～１２月 

合計 

来場者数 
（一日平均） 

552 人 

（21.2 人） 

662 人 

（25.5 人） 

991 人 

（38.1 人） 

2,205 人 

（28.3 人） 

前四半期比 － ＋19.9% ＋50.0% － 

 

（２）エコまちステーションにおける資源物回収（古紙、古着、小型金属類・スプレー

缶）の拡充 

令和６年４月から、エコまちステーションでの「古紙類」「古着類」「小型金属類・

スプレー缶」回収を毎週実施に拡大。昨年度と比較し、回収量は増加しており、排出

環境の向上につながった。今後も、様々な機会を通じて周知を行っていく。 

○エコまちステーションにおける資源物回収量の推移（各年度１２月末時点）(kg) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）まち美化事務所、エコまちステーションによる更なる資源循環に向けた取組 
まち美化事務所とエコまちステーションが主体となり、児童館への環境学習会の実 

施、子供服・おもちゃや陶磁器製の食器等のリユース会を実施している。 

また、今年度は祝日に、区役所・支所における臨時窓口開所や公園等でエコまちス 

テーションの窓口業務及び資源物回収を実施するなど、資源循環の推進に向けた取組 

を進めている。今後も更なる排出機会の拡大を図っていく。 

＜取組例＞  
・子ども服や陶器のリユース会の開催 
・小学校や児童館での環境学習会の開催 
・大学と連携した文化祭でのフードドライブやリユース会の開催 
・地域イベントでのパッカー車積込み体験 
・地域主体の資源物回収 など 

別紙１～３ 主な取組事例（チラシ等） 

  
古紙類 古着類 

小型金属類・

スプレー缶 
合計 

R5 年度 51,114 31,272 7,914 90,300 

R6 年度 69,188 41,191 10,572 120,951 

前年比 

（４～１２月） 

+18,074 +9,919 +2,658 +30,651 

(+35.4％) (+31.7％) (+33.6%) (+33.9％) 
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（４）エコまちステーションにおける食品ロスの削減の取組について 

  食品ロス削減月間（１０月）の取組の一環で、京都市役所に加えて市民に身近な各 

 区役所・支所のエコまちステーションにおいても、市民向けフードドライブを新たに 

 試行実施し、１，１５４点（３９３ｋｇ）もの多くの食品の寄付が集まり、フードバ 
ンク団体へ寄付することができた。 

 

（５）移動式拠点回収 
令和７年２月時点で１，５８９回を実施。昨年度に引き続き、高い実施回数を維持

している。 

１２月から周知強化に向け「さんあ～る（ごみ分別案内アプリ）」でお住まいの行

政区の月ごとの移動式拠点回収の実施日時の発信を開始した。今後も更なる周知・広

報の手段を検討していく。 

＜移動式拠点回収実施回数＞ 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 
（令和 7 年 2 月末時点） 

221 回 308 回 951 回 1,481 回 1,661 回 1,589 回 

 

（６）定点収集の理解促進 

より多くの地域で定点収集に御理解・御協力いただけるよう、定点収集の必要性や

本市の取組をまとめたチラシを令和７年２月に作成。 
   ホームページでの公開のほか、移動式拠点回収やまち美化事務所への来所の機会等

を活用し、市民の皆様に配布している。 
   将来にわたって安定的・継続的なサービスの提供に向かって、引き続き、市民の皆

様への周知に努めていく。 

別紙４ 定点収集への御協力について（チラシ） 

 

２ 委託化の推進及びごみ収集業務品質の向上 

（１）委託化の状況 

平成２６年９月に策定した「ごみ収集処理業務の更なる改革策」において掲げてい

た、ごみ収集運搬業務の委託化率は、令和６年度当初に７０％に到達した。令和７年

度時点は、委託化率は７１％になる見通し。 
   引き続き、委託化による財政の効率化や業務品質の確保の観点も踏まえつつ、令和 

９年度に７５％まで委託化を進めていく。 
 

（２）ごみ収集業務品質の向上 

   令和６年度は京都市生活環境事業協同組合の「スキル教育システム」の実施初年度 
として、協同組合としての共通目標「あかるく笑顔で挨拶とていねいで美しい作業 
を」と安全標語を策定し、全体の気運醸成に取り組んだ。加えて、各社において、行 
動計画を策定し、講習会を実施する等、従業員教育を行った。 
現在、令和６年度の取組内容の振返りを行い、その結果を踏まえて、各社が次年度 

の取組内容の検討を進めている。 
   まち美化事務所においては、安全運転への意識向上に向け、ごみ収集車両に乗車す 

る運転手を対象とした、自動車練習場でのスキルアップ研修の実施や、警察署による  

－4－



                                  

交通安全運転研修を計１３回実施し、交通安全意識・マナーの向上及び交通法規の遵 
守徹底に取り組んだ。 
 

３ 分別ルールの徹底等 

（１）プラスチック製品の分別回収について 

令和５年４月からプラスチック製品の分別回収を開始しており、更なる分別を促進 
するため、ホームページ「こごみネット」や「さんあ～る（ごみ分別案内アプリ）」に 
加え、啓発動画の公開（YouTube 及びこごみネット）、ごみ分別に関する啓発冊子「新  
正しい資源物とごみの分け方・出し方」を各エコまちステーション及び各まち美化事 
務所にて配架をする等、様々な形での啓発を実施している。 
また、プラスチック製品の分別回収に関する啓発動画を、市内５映画館において、映

画館広告「シネアド」として上映したほか、区役所・支所でも発信。 
令和６年４月～令和７年１月のプラスチック類の収集量は１０，１０６トンとなっ 

ており、プラスチック製品分別回収前の同期比で約１０％増加している。 
 

（２）適正な分別ルールの徹底について 

近年、パッカー車やクリーンセンター火災の主な要因となっているリチウムイオン

電池等の充電式電池及びこれらを内蔵する小型家電について、分別ルールの周知徹底

及び危険物の混入対策として、ゼスト御池や商店街で消防局との合同啓発を実施。 
また、プラスチック製品の分別の啓発同様、リチウムイオン電池等の危険物に係る啓

発動画を「シネアド」として上映したほか、区役所・支所でも発信した。 
加えて、充電式電池等の排出利便性の向上に向け、消防署への回収ボックスの設置を

進めており、昨年度設置の山科消防署、令和６年６月設置の右京消防署に続き、新たに

６つの消防署（北・上京・左京・下京・西京・伏見）に設置（計８箇所）した。 
 

（３）資源物店頭回収促進支援事業の推進 

資源循環の一層の促進や市民の皆様の利便性の向上を図るため、店頭での資源

物回収を新たに実施する小売業者に対して、「資源物回収容器の購入」や「回収に係る

表示物の作成」等に必要な経費の一部を助成する制度を新設し、８月から１月中旬ま

で募集を行った。 

ア 助成事業所数 

１０事業所（１８品目、申請事業者数３社） 

イ 回収品目数 

当該助成により、新たに店頭回収を開始する品目は以下のとおり。 

・ペットボトル：８事業所 

・缶：８事業所 

・プラスチック類（透明容器・透明ふた）：２事業所 

 

（４）大型ごみインターネット受付、持込ごみ事前予約システム等の導入後の状況（令和 

５年１０月から開始） 

（ア）大型ごみ収集におけるインターネット受付の利用状況 

インターネット受付の利用は、申込全体の２３％を超え、多くの方々にご利用い 

ただいている。システムトラブル等も特に発生しておらず、安定的に運用を行って 

いる。 
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【令和６年４月～令和６年１２月の利用状況】 

 受付件数 利用率 

電話 110,076 76.8％ 

ネット 33,262 23.2％ 

計 143,338 100.0％ 

 

（イ）持込ごみにおける事前予約制・キャッシュレス決済の導入後の状況 

持込みごみについては、事前予約のうえ受け入れることで、混雑解消、危険物搬 

入防止、不適正搬入の抑止に繋がっている。引き続き、制度の周知をしっかりと行 

なっていく。 

キャッシュレス決済の利用率は、現状２０％程度まで増えている。 

【令和６年４月～令和６年１２月の利用状況】 
 受付件数 利用率 
電話 31,787 37％ 

ネット 53,184 63％ 

計 84,971 100％ 

 

４ 災害時のごみ収集業務 

  ごみ収集運搬業務は、公衆衛生の維持の根幹であり、平時だけでなく、災害発生時等 

の不測の事態においても本市が責任をもって遂行する必要がある。 

  本市においては、被災地への職員派遣を通じて、被災地の復興支援に寄与するととも

に、職員に災害時の経験を積ませ、本市の発災時に適切に対応できるよう備えている。 

令和６年１月に発生した能登半島地震においても計２か月間にわたり延べ６６名の職 

員を派遣し、避難所等のごみ収集運搬業務に従事した。 

  今年度、環境省の職員を招いての災害廃棄物処理に関する庁内研修において、能登半 

島地震の被災地に派遣した職員を講師として、現地の経験を共有し、また、若手職員を 

主な対象とした研修会においても、被災地への派遣職員が、体験談を伝え、災害ごみの 

積込み実技指導を行うなど、能登半島地震の被災地派遣で得たノウハウについても広く 

職員に共有した。 

 

 

 

 
＜参考＞ごみ処理施設の整備等について 
 ○ 北部クリーンセンター大規模改修工事 
   本市の３つのクリーンセンターのうち、北部クリーンセンターが、令和８年度に稼

働後２０年目となり、機器等の耐用年数を迎えることから、焼却炉等の基幹的な設備
を改修し、最大限の延命化を図るため、令和８・９年度の２か年で大規模改修工事を
実施する予定。 

   ごみの収集体制については、大規模改修工事中は、通常、北部クリーンセンターに
搬入している車両について、市民生活への影響を極力抑えながら、他のクリーンセン
ターに搬入先を変更する等の対応を想定しており、今後、調査を進める。 

 
○ 次期クリーンセンターの整備検討 

   現在稼働している東北部、北部、南部の３つのＣＣのうち、最も古い東北部ＣＣが
令和１８年度末頃に耐用年限を迎えるため、その後継施設となる次期ＣＣ整備に向け
た準備を進める。 
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